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訴訟において、相殺の主張、相殺の抗弁をうけても、
この1冊で判例とその理論を押さえ、「相殺」に強くなる！

「相殺」の判例・学説を実体法と手続法の両面から解説！

本書の特長
○債権回収手段として効力を発揮する
「相殺」の裁判実務(裁判所の判断)を浮
き彫りに！
○裁判官が判例法理の到達点を理解で
きるように解説！！
○「相殺」をめぐる判例・学説を体系的・
網羅的に解説！！！
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第 3編　各論─手続法編　第 2章　倒産手続における相殺 第 2　倒産手続における相殺の取扱い　1　破産手続の場合 ⑵　（ア）

寄託を請求することができる（同法 70 条前段）。
⒝　破産法 67 条 2 項後段と破産法 71 条 1 項 1 号との関係

　破産法 71 条 1 項 1 号（旧破産法 104 条 1 号）は、破産債権者が破産手続開
始後に破産財団に対して債務を負担したときは、破産債権者は、同債務に対
応する債権を受働債権とし、破産債権を自働債権として相殺することは許さ
れないと規定している。そこで、破産債権者の破産者に対する債務が破産手
続開始の時において期限付又は停止条件付であり、破産手続開始後にその期
限が到来し又は停止条件が成就した場合、破産債権者は、同債務に対応する
債権を受働債権とし、破産債権を自働債権として相殺権を行使することがで
きるのか否か、破産法 67 条 2 項後段と 71 条 1 項 1 号の関係についてどのよ
うに理解するかが問題となる。
①　最一小判昭和 47・7・13 民集 26 巻 6 号 1151 頁〔27000549〕

　会社整理（平成 17 年 7 月 26 日法律第 87 号による商法改正により廃止）に関す
る判例であるが、整理会社Ⅹの債権者 Yが、整理開始前に、YのⅩに対す
る貸金債権を担保するためⅩ所有の動産につき処分清算型の譲渡担保契約を
Ⅹとの間で締結し、Ⅹの債務不履行に基づく譲渡担保物件の換価処分・清算
による剰余金の発生を停止条件とする剰余金返還債務を負担したところ、整
理開始後に上記停止条件が成就したため、Ⅹが Yに対して剰余金返還請求
をしたのに対し、Yが、上記譲渡担保契約の被担保債権とは別口の手形債権
を自働債権とする相殺を主張して争ったという事案について、会社の債権者
が会社に対して停止条件付債務を負担することを内容とする契約が整理開始
前に締結された場合であっても、整理開始後に停止条件が成就したときは、
当該債権者は整理開始後に債務を負担したものとして、旧商法 403 条 1 項、
旧破産法 104 条 1 号により相殺が禁止されると判示して、Yの主張する相殺
の効力を認めずにⅩの請求を認容した原判決を是認した。会社整理について
は、旧商法 403 条 1 項により、相殺権の制限に関する旧破産法 104 条のみが
準用され、相殺権の拡張に関する同法 99 条（現行法 67 条 2 項）は準用されて
いなかったことから、本判決の射程が破産手続にも及ぶのか否かについて
は、評価が分かれていた1。

る場合の相殺を禁止したものと解され、同法 72 条 1 項 1 号は、かかる見地から、破

産者に対して債務を負担する者が破産手続開始後に他人の破産債権を取得してする相

殺を禁止したものである」（最二小判平成 24・5・28 民集 66 巻 7 号 3123 頁

〔28181199〕）。

　破産手続開始後に相殺の意思表示がされたが、破産手続開始前に相殺適状
に達していた場合、相殺による債務消滅の効果は、破産手続開始前の相殺適
状時に遡り、その結果、破産手続開始時点の破産債権は、既に相殺により消
滅した額を控除した債権額となる（神戸地尼崎支判平成 28・7・20 金法 2056 号
91 頁〔28244578〕）。
⑵　相殺の許容
（ア） 破産法 67 条
⒜　概　説

　ⅰ　破産法 67 条 2 項後段（旧破産法 99 条後段）により、破産債権者の破産
者に対する債務が破産手続開始の時において期限付又は停止条件付であると
きでも、破産債権者が、同債務に対応する債権を受働債権とし、破産債権を
自働債権として相殺をすることは妨げられないと規定されている。
　破産債権者は、期限の利益又は停止条件不成就の利益を放棄したとき、破
産法 67 条 2 項後段により、その債務に対応する債権を受働債権とし、破産
債権を自働債権として相殺することができる。既に弁済期にある自働債権と
弁済期の定めのある受働債権とが相殺適状にあるというためには、受働債権
につき、期限の利益を放棄することができるというだけではなく、期限の利
益の放棄又は喪失等により、その弁済期が現実に到来していることを要する
（最一小判平成 25・2・28 民集 67 巻 2 号 343 頁〔28210715〕）。
　ⅱ　破産債権が破産手続開始時に停止条件付であるときは、当該停止条件
付債権は既に成立しているが、その停止条件が成就するまで効力を生じず
（民法 127 条 1 項）、また、破産債権者は、破産手続開始時に破産者に対して
債務を負担するときは、破産手続によらないで相殺をすることができるから
（破産法 67 条 1 項）、破産債権者は、停止条件が成就してから当該停止条件付
債権をもって相殺することができる。破産債権者は、破産者に対する債務を
弁済する場合には、後に相殺するため、その債権額の限度において弁済額の
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に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用い
ただけません。

1万円以下の場合、300円+税
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お客様の個人情報の
取扱いについて

申　込　書　〈第一法規刊〉

定価4,950円（本体4,500円） 部判例法理から読み解く裁判実務　相殺 ［ ］066068

定価4,950円（本体4,500円） 部論点体系　判例民法〈第3版〉4　債権総論Ⅰ ［ ］059451

定価4,950円（本体4,500円） 部論点体系　判例民法〈第3版〉5　債権総論Ⅱ ［ ］059469

格価名書 部数

判例法理を体系化・詳説した唯一の書！！
■ 目　次
第 1編　総　論
第 1 章 相殺の意義
第 2 章 相殺の機能
第 1　実体法的な機能
第 2　手続法的な機能（民事訴訟における相殺 / 倒産手続における相殺）
第 3 章 相殺の形態
第 1　法定相殺
第 2　法定外相殺

第 2編　各論―実体法編
第 1 章 相殺の要件
第 1　法定相殺の要件（相殺適状 / 相殺禁止の非該当）
第 2　法定相殺の要件が問題となる場合（抗弁権の附着と相殺 / 銀行取引における相殺
        （預金債権等と相殺）/ 物上代位と相殺 / 代理受領と相殺 / 振込指定と相殺 /
        仮登記担保と相殺 / 譲渡担保と相殺 / 手形と相殺 / 社債と相殺 / 賃金と相殺 /
        年金等と相殺（年金等の振込口座に係る預金債権を受働債権とする相殺）/
        婚姻費用分担金・養育費の請求権と相殺 / 国際的取引と相殺 / その他
        （相殺の有効性が問題となった事案））
第 3　法定外相殺の要件（相殺適状の要否 / 相殺禁止の非該当の要否）
第 4　法定外相殺の要件が問題となる場合（二者間相殺の場合 / 三者間相殺の場合）
第 2 章 相殺の方法
第 1　法定相殺の方法（相殺権の行使 / 相殺権の行使の態様 / 相殺権の行使の時期）
第 2　法定外相殺の方法
第 3 章 相殺の効果
第 1　法定相殺の効果（遡及効 / 相殺充当 / 残債務の履行）
第 2　法定外相殺の効果
第 3　相殺の濫用（概説 / 濫用が問題となる場合）

第 3編　各論―手続法編
第 1 章 民事訴訟における相殺
第 1　訴訟上の相殺の意義とその態様（訴訟上の相殺の意義 / 訴訟上の相殺の態様）
第 2　訴訟上の相殺の方法とその効果（訴訟上の相殺の方法 / 訴訟上の相殺の効果 /
　　  訴訟上の相殺の時期）
第 2 章 倒産手続における相殺
第 1　倒産手続における相殺とその機能
第 2　倒産手続における相殺の取扱い（破産手続の場合 / 民事再生手続の場合 /
        会社更生手続の場合 / 特別清算手続の場合 / 私的整理の場合）
参考文献

事項索引 / 判例索引

具体的な局面ごとに整理・解説！
必要な情報をすぐに参照可能！！

判例法理を体系化・詳説した唯一の書！！
第 1編　総　論
第 1 章 相殺の意義
第 2 章 相殺の機能
第 1　実体法的な機能
第 2　手続法的な機能（民事訴訟における相殺 / 倒産手続における相殺）
第 3 章 相殺の形態

第 2編　各論―実体法編
第 1 章 相殺の要件
第 1　法定相殺の要件（相殺適状 / 相殺禁止の非該当）
第 2　法定相殺の要件が問題となる場合（抗弁権の附着と相殺 / 銀行取引における相殺
        （預金債権等と相殺）/ 物上代位と相殺 / 代理受領と相殺 / 振込指定と相殺 /

仮登記担保と相殺 / 譲渡担保と相殺 / 手形と相殺 / 社債と相殺 / 賃金と相殺 /
年金等と相殺（年金等の振込口座に係る預金債権を受働債権とする相殺）/
婚姻費用分担金・養育費の請求権と相殺 / 国際的取引と相殺 / その他

        （相殺の有効性が問題となった事案））
第 3　法定外相殺の要件（相殺適状の要否 / 相殺禁止の非該当の要否）
第 4　法定外相殺の要件が問題となる場合（二者間相殺の場合 / 三者間相殺の場合）
第 2 章 相殺の方法
第 1　法定相殺の方法（相殺権の行使 / 相殺権の行使の態様 / 相殺権の行使の時期）
第 2　法定外相殺の方法
第 3 章 相殺の効果
第 1　法定相殺の効果（遡及効 / 相殺充当 / 残債務の履行）
第 2　法定外相殺の効果
第 3　相殺の濫用（概説 / 濫用が問題となる場合）

第 3編　各論―手続法編

328 329

第 3 編　各論─手続法編　第 2 章　倒産手続における相殺 第 2　倒産手続における相殺の取扱い　1　破産手続の場合 ⑴  

第 2　倒産手続における相殺の取扱い

1　破産手続の場合

⑴　概　観
　破産法（平成 16 年 6 月 2 日法律第 75 号により改正）は、67 条 1 項（旧破産法

98 条）において、破産債権者は、破産手続開始時に破産者に対して債務を負
担していた場合、破産手続によらないで相殺を行うことができると定め、67
条 2 項ないし 70 条（旧破産法 99 条ないし 102 条）において、民法の定める相
殺の要件を修正し緩和している（旧破産法 103 条は削除された。）。一方、71 条

（旧破産法 104 条 1 号、2 号）において、破産債権者が相殺することが禁止され
る場合、72 条（旧破産法 104 条 3 号、4 号）において、破産者に対して債務を
負担する者が相殺することが禁止される場合について、それぞれ定め、相殺
が制限される場合を加重している。
　「相殺は、互いに同種の債権を有する当事者間において、相対立する債権債務を簡

易な方法によって決済し、もって両者の債権関係を円滑かつ公平に処理することを目

的とする合理的な制度であって、相殺権を行使する債権者の立場からすれば、債務者

の資力が不十分な場合においても、自己の債権について確実かつ十分な弁済を受けた

と同様の利益を得ることができる点において、受働債権につきあたかも担保権を有す

るにも似た機能を営むものである（最高裁昭和 39 年（オ）第 155 号同 45 年 6 月 24 日

大法廷判決・民集 24 巻 6 号 587 頁参照）。上記のような相殺の担保的機能に対する破

産債権者の期待を保護することは、通常、破産債権についての債権者間の公平・平等

な扱いを基本原則とする破産制度の趣旨に反するものではないことから、破産法 67

条は、原則として、破産手続開始時において破産者に対して債務を負担する破産債権

者による相殺を認め、同破産債権者が破産手続によることなく一般の破産債権者に優

先して債権の回収を図り得ることとし、この点において、相殺権を別除権と同様に取

り扱うこととしたものと解される。他方、破産手続開始時において破産者に対して債

務を負担する破産債権者による相殺であっても、破産債権についての債権者の公平・

平等な扱いを基本原則とする破産手続の下においては、上記基本原則を没却するもの

として、破産手続上許容し難いことがあり得ることから、破産法 71 条、72 条がかか

第 1　倒産手続における相殺とその機能

　相殺の担保的機能は、相対立する債権債務を有する相手の資産状況が悪化
したとき、その代表的な場面として倒産手続（破産手続、民事再生手続、会社

更生手続、特別清算手続。以上を「法的整理」ともいう。）においてこそ、その機
能を発揮する。倒産手続において、相殺は原則として許容されている。もっ
とも、相殺は、相殺権者に対して他の債権者よりも優先的な満足を与えるも
のであるから、他の債権者の利益を不当に害することのないようにし、債権
者間の公平、平等を図り偏頗的な満足を防止する必要もある。そのため、倒
産法においては、民法とは異なる規制（相殺の禁止等）が設けられており、
その規制の内容も、倒産手続ごとに一部異なっている。
　この点、清算型である破産手続では、破産手続開始により、期限未到来の
債権は現在化され、非金銭債権は金銭化される（破産法 103 条 2 項、3 項）。そ
れゆえ、相殺権の範囲も拡張され（同法 67 条 2 項）、また、相殺権行使の時
期についても制限がない。他方、再建型である民事再生手続、会社更生手続
では、破産手続とは異なり、再生債権ないし更生債権の現在化という考え方
が採用されておらず、また、相殺により消滅する債権債務の範囲を一定の時
期までに明確化することで、再生計画ないし更生計画の作成手続の進行に支
障を来さないようにする必要性があることから、届出期間満了前に相殺適状
にあり、同期間内に相殺の意思表示をすることが必要とされている。また、
倒産処理は、その簡便性から、法的整理によらない「私的整理」によってさ
れることも多い。私的整理は、裁判外の集団的債務処理の手続であり、その
基礎となるのは当事者の合意である。私的整理には種々のものがあるが、法
的整理に準じる運用によるものもあり、それは清算型と再建型に区別でき
る。

旧破産法 104 条 1 号、2 号）において、破産債権者が相殺することが禁止され
72 条（旧破産法 104 条 3 号、4 号）において、破産者に対して債務を

負担する者が相殺することが禁止される場合について、それぞれ定め、相殺
が制限される場合を加重している。
　「相殺は、互いに同種の債権を有する当事者間において、相対立する債権債務を簡

易な方法によって決済し、もって両者の債権関係を円滑かつ公平に処理することを目

的とする合理的な制度であって、相殺権を行使する債権者の立場からすれば、債務者

の資力が不十分な場合においても、自己の債権について確実かつ十分な弁済を受けた

と同様の利益を得ることができる点において、受働債権につきあたかも担保権を有す

るにも似た機能を営むものである（最高裁昭和 39 年（オ）第 155 号同 45 年 6 月 24 日

大法廷判決・民集 24 巻 6 号 587 頁参照）。上記のような相殺の担保的機能に対する破

産債権者の期待を保護することは、通常、破産債権についての債権者間の公平・平等

な扱いを基本原則とする破産制度の趣旨に反するものではないことから、破産法 67

条は、原則として、破産手続開始時において破産者に対して債務を負担する破産債権

者による相殺を認め、同破産債権者が破産手続によることなく一般の破産債権者に優

先して債権の回収を図り得ることとし、この点において、相殺権を別除権と同様に取

り扱うこととしたものと解される。他方、破産手続開始時において破産者に対して債

務を負担する破産債権者による相殺であっても、破産債権についての債権者の公平・

平等な扱いを基本原則とする破産手続の下においては、上記基本原則を没却するもの

として、破産手続上許容し難いことがあり得ることから、破産法 71 条、72 条がかか
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寄託を請求することができる（同法 70 条前段）。
⒝　破産法 67 条 2 項後段と破産法 71 条 1 項 1 号との関係

　破産法 71 条 1 項 1 号（旧破産法 104 条 1 号）は、破産債権者が破産手続開
始後に破産財団に対して債務を負担したときは、破産債権者は、同債務に対
応する債権を受働債権とし、破産債権を自働債権として相殺することは許さ
れないと規定している。そこで、破産債権者の破産者に対する債務が破産手
続開始の時において期限付又は停止条件付であり、破産手続開始後にその期
限が到来し又は停止条件が成就した場合、破産債権者は、同債務に対応する
債権を受働債権とし、破産債権を自働債権として相殺権を行使することがで
きるのか否か、破産法 67 条 2 項後段と 71 条 1 項 1 号の関係についてどのよ
うに理解するかが問題となる。

①　最一小判昭和 47・7・13 民集 26 巻 6 号 1151 頁〔27000549〕
　会社整理（平成 17 年 7 月 26 日法律第 87 号による商法改正により廃止）に関す
る判例であるが、整理会社Ⅹの債権者 Y が、整理開始前に、Y のⅩに対す
る貸金債権を担保するためⅩ所有の動産につき処分清算型の譲渡担保契約を
Ⅹとの間で締結し、Ⅹの債務不履行に基づく譲渡担保物件の換価処分・清算
による剰余金の発生を停止条件とする剰余金返還債務を負担したところ、整
理開始後に上記停止条件が成就したため、Ⅹが Y に対して剰余金返還請求
をしたのに対し、Y が、上記譲渡担保契約の被担保債権とは別口の手形債権
を自働債権とする相殺を主張して争ったという事案について、会社の債権者
が会社に対して停止条件付債務を負担することを内容とする契約が整理開始
前に締結された場合であっても、整理開始後に停止条件が成就したときは、
当該債権者は整理開始後に債務を負担したものとして、旧商法 403 条 1 項、
旧破産法 104 条 1 号により相殺が禁止されると判示して、Y の主張する相殺
の効力を認めずにⅩの請求を認容した原判決を是認した。会社整理について
は、旧商法 403 条 1 項により、相殺権の制限に関する旧破産法 104 条のみが
準用され、相殺権の拡張に関する同法 99 条（現行法 67 条 2 項）は準用されて
いなかったことから、本判決の射程が破産手続にも及ぶのか否かについて
は、評価が分かれていた1。

る場合の相殺を禁止したものと解され、同法 72 条 1 項 1 号は、かかる見地から、破

産者に対して債務を負担する者が破産手続開始後に他人の破産債権を取得してする相

殺 を 禁 止 し た も の で あ る」（ 最 二 小 判 平 成 24・5・28 民 集 66 巻 7 号 3123 頁

〔28181199〕）。

　破産手続開始後に相殺の意思表示がされたが、破産手続開始前に相殺適状
に達していた場合、相殺による債務消滅の効果は、破産手続開始前の相殺適
状時に遡り、その結果、破産手続開始時点の破産債権は、既に相殺により消
滅した額を控除した債権額となる（神戸地尼崎支判平成 28・7・20 金法 2056 号

91 頁〔28244578〕）。
⑵　相殺の許容
（ア） 破産法 67 条
⒜　概　説

　ⅰ　破産法 67 条 2 項後段（旧破産法 99 条後段）により、破産債権者の破産
者に対する債務が破産手続開始の時において期限付又は停止条件付であると
きでも、破産債権者が、同債務に対応する債権を受働債権とし、破産債権を
自働債権として相殺をすることは妨げられないと規定されている。
　破産債権者は、期限の利益又は停止条件不成就の利益を放棄したとき、破
産法 67 条 2 項後段により、その債務に対応する債権を受働債権とし、破産
債権を自働債権として相殺することができる。既に弁済期にある自働債権と
弁済期の定めのある受働債権とが相殺適状にあるというためには、受働債権
につき、期限の利益を放棄することができるというだけではなく、期限の利
益の放棄又は喪失等により、その弁済期が現実に到来していることを要する

（最一小判平成 25・2・28 民集 67 巻 2 号 343 頁〔28210715〕）。
　ⅱ　破産債権が破産手続開始時に停止条件付であるときは、当該停止条件
付債権は既に成立しているが、その停止条件が成就するまで効力を生じず

（民法 127 条 1 項）、また、破産債権者は、破産手続開始時に破産者に対して
債務を負担するときは、破産手続によらないで相殺をすることができるから

（破産法 67 条 1 項）、破産債権者は、停止条件が成就してから当該停止条件付
債権をもって相殺することができる。破産債権者は、破産者に対する債務を
弁済する場合には、後に相殺するため、その債権額の限度において弁済額の
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